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令和5年度開発行政スキルアップ研修の結果を

踏まえた今後の展開 
―多様な人々との共同・連携、政策立案を担い得る人材育

成に向けて― 
 
 開発監理部 開発調整課 ○坪井 百花 

 開発監理部 開発調整課 山﨑 智弘 

 （株）ソーシャル・デザイナーズ・ベース 山田 菊子  

 

 多様なコミュニティと連携し、既成概念にとらわれない政策立案を担い得る人材育成を目的

に、当課では平成30年度より「開発行政スキルアップ研修」を運営している。本報告では、令

和2年度より政策立案手法として取り入れている「デザイン思考」の可能性について、令和4年
度までの結果（課題）を踏まえて実施した令和5年度の成果を報告するとともに本研修の今後の

展開について述べる。 
 

キーワード：人材育成、地方公共団体との連携、デザイン思考  
 
 

1. 開発行政スキルアップ研修とは 

 
 北海道は広大な農地や豊富な水産・森林資源を強みと

して、高い食料供給力を誇るとともに、魅力的な観光資

源、豊富な再生可能エネルギー資源があることから我が

国への更なる貢献が期待できる地域である。一方で、全

国に10年先んじて進む人口減少・少子高齢化の他、国際

環境の変化、気候変動と自然災害の激甚化・頻発化、社

会を変えるデジタル技術の進展など、複雑化した社会的

課題等を乗り越えていく必要があり、課題の解決に向け

ては、あらゆる主体と共創しながら将来像と目標を共有

しつつ、課題解決の取組を推し進めていくことが重要で

ある。 
このような北海道の現状を背景に平成30年度から次代

を担う若手職員同士の人脈形成・関係構築や、新しい価

値観・考え方から、既成概念に囚われない政策立案能力

を持つ人材育成を目的に「開発行政スキルアップ研修

（以下、「本研修」という）」を実施している。この研

修は「人と人とがつながり輝き続ける北海道づくり」を

コンセプトに、「北海道つながるプロジェクト（略称

「つなプロ」）」と題している。 
研修員は、北海道開発局（以下、「開発局」と言う）

内の各部門からと、地方公共団体等の若手職員で構成さ

れており、事務局より提示した地域課題（テーマ）に対

し、現地ワークショップを通したグループワークで自由

に課題を抽出・分析し、政策立案を行うことを主な活動

としている。令和元年度からは市町村をフィールドに設

定し、地方公共団体と連携して活動するとともに、令和

2年度からはユーザーのニーズからペルソナ（仮想のユ

ーザー）を設定し、ペルソナの幸福度を上げるための政

策提案を行う「デザイン思考」を取り入れている。 
 本報文では、令和4年度の奈良らの報文1)でまとめた過

年度（平成30年度～令和4年度）の研修結果と課題や、

提案内容を踏まえて実施した今年度（令和5年度）の研

修結果の報告と、次年度以降の研修プログラムの提案を

行うものである。 
 
 

2.  「デザイン思考」を取り入れた後の研修結果 

  
「デザイン思考」を取り入れる以前の本研修は、議論

を収束させる能力や知識の不足に起因した検討時間の不

足とともに、テーマとした課題と立案した政策との因果

関係や実質的な効果が不明であることが課題となってい

た。そのため、令和2年度からはグループワークのサポ

ートを目的に外部講師を招聘し、「ニーズ」の把握によ

る解決策の提案を目指す「デザイン思考」を本研修で学

ぶ政策立案手法として取り入れた。 
令和2年度は、事務局で設定したテーマを3つのグルー

プで議論したが、「道の駅」や「公共交通」といった特

定の施策におけるテーマを所与のものとして提示したた

め、課題の解決や方向性を制限した可能性があると外部

講師から指摘があった。 
また、自治体職員は開催の都度、任意のグループに参

別紙－１ 
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表-1 令和5年度の研修日程 

内容

7/11

7/12

7/13

【ワークショップ】

デザイン思考の演習（7/12、7/13）

実施日 場所

職員

研修室

室蘭市内

職員

研修室

職員

研修室

9/26

【ワークショップ、中間発表】

各チームの活動を研修員同士で中間発表

※令和5年度より1日追加

7/26

7/27

【現地ワークショップ】

ペルソナ設定のための室蘭市ヒアリング調査

10/18
【最終報告】

各チームの活動を室蘭市幹部、開発局幹部に報告

加していたため、自治体職員とのつながり創出不足に対

する意見があった。また、ペルソナを満足させる政策を

提案する際、事務局からの成果の質の向上を目的とした

助言がそのまま最終成果へ反映されたことから、「デザ

イン思考」のプロセスを学ぶ課程と、最終成果物の完成

度のどちらを重視するべきか議論が必要な結果となった。 
一方で、研修員からは、「これまでとは違うアイデア

が得られた」との意見があり「デザイン思考」を活用す

ることの有効性を確認した。 
令和3年度では、前年度の課題を踏まえ、事務局でテ

ーマ設定を行わず各グループが設定することにした。そ

の結果、テーマ設定に時間を要し、グループ討議の時間

が不足したとの意見があった。このことから議論の自由

度を確保しつつ調査対象を絞れるよう、事務局によるテ

ーマ設定を工夫する必要性が示された。 
研修員の成長が目的であることから「デザイン思考」

のプロセス体験を重視することとしたが、一方で、政策

立案（研修成果）の時間配分を重視したいとの研修員の

意見もあり、研修趣旨の共有が課題となった。 
自治体職員とのつながり創出不足については、自治体

職員に正規の研修員として参加してもらったことで、つ

ながりの創出が出来たとの意見があり、次年度以降も継

続することとした。 
その他、研修員からは「ユーザーを中心として考える

ことができた」との意見があり、前年度に引き続き「デ

ザイン思考」有効性を確認した。 
令和4年度は、調査対象を絞ることを狙いに、事務局

より異なるエリアを指定しつつ、テーマを「地域活性化

方策」として提示した。その結果、3つのグループにお

いて、それぞれ異なるエリアを対象として方策を議論す

ることができた。また、議論の時間確保を目的にペルソ

ナの属性（性別、年代）については外部講師が4パター

ンを設定し、くじ引きで決めることとした。 
研修員からは「テーマに具体性がないことから、課題

抽出に時間を要した」との意見があった。テーマ設定は

活動の自由度に大きく影響を与えることから、調査対象

を絞れるテーマ設定が必要であることが明らかになった。 
 
 

3. 令和5年度の取組と結果 

 

(1)  プログラムの見直し 

 研修プログラム見直しの効果検証を目的に、令和4年

度同様にフィールドを室蘭市とした。また、令和2年度

からの取組結果を踏まえ、「つながり創出」「スケジュ

ール」「テーマ」「研修で重視する点」についてプログ

ラムの改善を図った。 

なお、令和5年度は、新型コロナウイルス感染症によ

る行動制限が無くなったことから、「デザイン思考」を

取り入れ後、初めて全プログラムを対面で実施した。 

a) つながり創出について 

更なるつながりの創出を目的に参加機関、参加人数を

を増加した。地元の室蘭市（3名）の他、新たに北海道

庁（6名）、NEXCO東日本（2名）に正規の研修として参

加いただき、開発局の研修員含め総勢32名とした。 

b) スケジュールについて 

過年度に参加した研修員よりスケジュール不足に関す

る意見が多いことや、研修時間外の作業も発生していた

実態を踏まえ、最終成果報告の前に研修日程を1日追加

した。研修日程を表-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c) テーマについて 

令和4年度は、テーマを1つとしたが、3グループでそ

れぞれ異なるエリアを対象としたため、市内全体を俯瞰

するような横断的な議論ができなかった。また、テーマ

自体も具体性に課題があった。そのため、特定のエリア

だけに着目しないよう「公共交通サービスの低下による

地域活力の衰退の懸念」をテーマとした。 

d) 研修で重視する点について 

「デザイン思考」のプロセスを学ぶ課程と、最終成果

資料の質のどちらを重視するか、外部講師と事務局で議

論を行い、研修員に対し「学びと発想（アイデア）」を

重視する旨をワークショップ等で繰り返し説明を行った。 

 

(2)  結果と課題 
 プログラムの見直しを行った点を中心に、研修員のア

ンケート等を踏まえた結果を考察する。 

a) つながり創出について 

昨年度と同様に他部門や自治体等とつながりの構築が

図られた、ある程度図られたとの回答が９割を占めた

（図-1）。この結果は、グループワークの班構成の検討
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図-2 グループ討議の時間数に 

関する研修員の評価 

図-3 現地ワークショップの時間数に 

関する研修員の評価 

図-1 つながりの構築・向上に関する研修員の評価 

にあたり、所属組織の偏りを平準化したことで相互の交

流頻度が多くなったことが要因と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b) スケジュールについて 

研修日程を1日追加したが、グループ討議の時間を中

心に、全般的に時間が少ないとの意見が約３割あった。

グループ討議の時間数に関する研修員の評価を図-2に、

現地ワークショップの時間数に関する研修員の評価を図

-3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要因の一つとして、当初の想定（研修内容計画時点）

との相違点が挙げられる。具体的には、①研修員数は約

20名・3グループを想定していたが、実際には約30名・5

グループとなり、講師が演習のサポートに当てる時間の

他、中間発表等における時間を想定以上に要することと

なったこと、②デザイン思考の演習は2日間を予定して

いたが、他講師との日程調整により、講義時間が減少し

たこと、③前述②により、デザイン思考の演習の終盤に

予定していた現地ワークショップの作業計画の作成時間

を確保することが出来なくなり、実施当日の午前中に作

業計画を立てることになったことがある。 

これらについては事務局の研修計画に課題があったこ

とから、次年度に向けては綿密な調整が必要である。 

その他のスケジュールに関する課題としては、時間外

の作業が発生したことが挙げられる。 

時間外作業の要因には2点が考えられる。まず、現地

ワークショップにおけるニーズ把握のためのユーザーイ

ンタビューに向けた、事前のアポイントメントや作業計

画などの準備を、前述の通り現地ワークショップの当日

に立案せざるを得なくなったことがある。結果として、

研修時間外に作業計画の作成を行っているグループが見

受けられた。また、もう一つの要因として、表-1に記載

の通り研修期間が4ヶ月のうち、実質の研修は7日間で、

研修の各回の間の期間が空く。このために研修時間外に

も自己研鑽含め作業が出来るという意識があったものと

想定される。 

これらについては事務局の研修計画に課題があったこ

とは否めないが、一方で研修員に研修時間外にも作業が

出来るという認識があったことも想定される。この場合

には必ずしも研修時間数を増やせば改善出来ることでも

ないため、事務局と研修員でスケジュール通りに実施す

る意識の共有が必要であると考える。 

また、前年度同様不連続の研修日程としていたが、研

修員からは集中的な日程にしてほしいとの意見が７割以

上あった（図-4）。この要因としては、研修期間が空く

ことで前回の内容を忘れてしまい、振り返り作業から始

まるため、グループ討議の時間が減ってしまうことが挙

げられる。また、室蘭市での高校の全国大会と重複した

ことにより宿泊箇所の確保が出来ず、現地ワークショッ

プの日程を前倒ししたことにより、研修日程間の空きが

更に大きくなってしまったのも要因として考えられる。

一方で、不連続の研修日程が良いという意見もあった。

これは、研修期間が空くことで、自己研鑽の時間を確保

出来ることや、個人的な現地視察等のコミュニケーショ

ンをとることが可能となるためとされている。 

図-4にグループ毎の期間に関するアンケート結果を示

すとおり、研修日程は集中的が良いという意見が多い。

しかし一方で、全研修日程が土日・祝祭日を除く7日間

程度と研修としては比較的長く、研修員を拘束してしま

うことによる通常業務への影響が懸念され、派遣先との

調整も必要である。 
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図-4 グループ毎の期間に関するアンケート結果 

表-2 各グループの結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
スケジュールについて総括すると、①グループ討議の

時間は一定の余裕を見込むこと、②現地ワークショップ

の作業計画は現地ワークショップの前日までに設定する

こと、③研修員と事務局は、時間内に作業を終了させる

意識の共有を行うこと、④研修日程は不連続としつつも、

ある程度集中的な期間で設定することの4点が必要と考

えられる。 

c) テーマについて 

各グループの結果の概要を表-2に示す。ある程度議論

の方向性を絞ることができるテーマを設定したため、議

論が発散することなく「デザイン思考」における政策立

案が出来たと考えられる。引き続き、議論の方向性を絞

れるテーマ設定をすることが適当である。 
d) 研修で重視する点について 

中間発表等において、講評者や研修員からの政策に必

要な資金に関する現実性を重視する視点の質問があった 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ことから、「デザイン思考」のプロセスを学ぶ課程では

なく、最終成果に評価の重点が置かれたと捉える研修員

がいた。 
次年度以降は、引き続き研修員の能力向上を目的に政

策立案手法の学びを重点としていくとともに、事務局と

しては研修の狙いに認識の齟齬がないよう説明を行って

いく。 

e) その他（研修員からの意見・提案） 

研修員からは、中間発表の際、外部講師へ方向性の相

談・確認ができる環境がほしいと意見があった。一方で、

中間発表に時間を割くのではなく、グループ討議に時間

を使用したいとの意見もあった。 

中間発表での研修員同士による質疑応答を踏まえ、資

料の修正を行ったグループが多かったことから、中間発

表は引き続きプログラムに盛り込みたいと考える。 

また、行政職員として政策立案は、多面的な検討が必

要であることから複数のユーザーに対応できるようなペ

ルソナの設定が必要であるという提案があった。研修時

間を考慮しつつ研修の質を高めるべく、複数のペルソナ

の設定を検討したい。 

また、もう一つの提案事項として、研修員にインフラ

に関わる行政職員が多いことから、「デザイン思考」を

具体的なインフラ事業で活用することがあった。インフ

ラは対象者、対象物が多いため、ペルソナ設定の際に選

択肢が増えすぎてしまうことが懸念されるが、地域住民

に身近で規模の小さいものには活用出来ると考えられる

ため、提案について検討したい。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グループ Aグループ Bグループ Cグループ

ペルソナ

60歳、女性

室蘭市柏木町在住

単身（夫と死別）

子ども2人（息子、娘）

31歳、女性

室蘭市小橋内町在住

既婚、

3歳と0歳の子ども2人

ペルソナ

のニーズ

職場からバス停まで距離

が遠い、高校生の帰宅

ラッシュと被る

バス停までのアクセスが

悪い、バス乗り換えの待

ち時間が長い、ママ友と

交流の場や子育て知識が

ほしい

立案内容

「免許返納者限定デマン

ドバス」

・利用者が限定される

・年配者が多いため、車

内温度が適温

・指定場所、時間に迎え

が来る

「道の駅の複合化施設、ミニバスタ室

蘭の整備」

・アウトドア、レジャー、デイリー、

ファミリーゾーンを整備し住民の生活

充実と観光客の呼び込み

・道の駅を拠点としたバス交通で効率

化

「子育てマース」

・デマンドバス、イベン

ト、キッズスペースの使

用予約を一括管理するサ

ブスクアプリ

Dグループ Eグループ

20歳、女性

室蘭市白鳥台在住、室工

大2年生

31歳、男性

室蘭市八丁平在住、独身

通学中のバスが暇
時間や帰りの足を考えず

に飲みたい

「はくちょうbus」

・試験的に路線バスに導

入

・車内環境は、BGM、出張

図書館、ドリンク、オー

プンシート、快適レザー

シート、無料Wi-Fi

「｢むろLOVE｣アプリ」

・バスの運行情報、乗換

案内、キャッシュレス決

済、地域情報、飲食店の

予約、臨時バスや乗継タ

クシーの予約可能アプリ

35歳、女性

室蘭市絵鞆地区在

住、既婚、小1娘

と年中息子の子ど

も2人

70歳、男性

室蘭市絵鞆地区在

住、単身（妻と死

別）、子どもは独

り立ち

近場で買い物する

場所が無い、キャ

ンプ場が少なく遠

い

近場で買い物出来

る場所が無い、バ

ス停まで遠く本数

も少ない



TSUBOI Momoka, YAMAZAKI Tomohiro, YAMADA-KAWAI Kiko 

4. 次年度以降の研修プログラムについて 

 

 令和5年度までの知見を踏まえ、「研修時間・期間の

見直し」「研修課程の重視」「中間発表時の外部講師か

らの講評」「ペルソナの複数設定」「デザイン思考のイ

ンフラ行政への活用」について検討・提案事項を述べる。 

つながり創出を目的に、研修員を増やしたことにより、

中間発表等の時間が増加し、グループ討議時間が減少し

たことから研修員の人数に合わせた研修時間の見直しを

行う必要がある。また、グループ討議の時間不足の懸念

が残るため、一定の余裕時間を考慮した研修日程が望ま

しい。研修期間については、研修員の負担（前回作業の

振り返りや研修時間外の作業）を考慮し、ある程度集中

した期間での設定が望ましい。 

研修課程を重視し最終成果資料にこだわりすぎないよ

う、事務局や外部講師の助言等の中でも研修員に趣旨を

伝えていく必要がある。中間発表時の外部講師からの助

言については、最終成果までの議論の熟度向上のために

取り入れていくことが望ましい。 

複数のペルソナを設定することは、行政職員が政策を

立案し、国民全体の幸福度を上げるための取り組みとし

て有効であると考えられる。ただし、議論が収束しない、

グループ討議の時間が不足し研修時間外の作業が発生し

てしまう等のデメリットも懸念されるため、検討が必要

である。 

デザイン思考の具体的なインフラ行政への活用につい

ては、フィールドとする地域の状況や対象とする事業に

もよるが、ユーザーの意見をより反映させたペルソナを

設定するために、例えば、地域の暮らしを支える地域連

携施策に関するテーマ設定等を検討する。 

 上記の全てを一度に取り込むことは難しいかもしれな

いが、引き続き、研修員等のアンケート結果やフィール

ドの自治体職員、外部講師の意見等を取り入れながら、

本研修の発展を図っていきたい。 

 

 

5. おわりに 

 

 筆頭著者は、研修プログラム改善や見直しを目的に研

修員としても研修を経験するべく、本研修に参加した。

研修運営にあたっては、事務局による研修日程の調整、

研修内で重視する点の共通認識などの課題は残るが、研

修員としては行政スキルの向上に大きく貢献するものと

実感した。様々な機関や他部門との人脈形成や既成概念

に囚われない政策立案手法の取得に向け、本研修のプロ

グラムを試行的に発展させていきたい。 

 

 

謝辞：本研修の運営や結果を取りまとめるにあたり、研

修に参加いただいた北海道庁・室蘭市・NEXCO東日本の

研修関係者及び現地ワークショップでインタビューにご

対応いただいた市民の方々のご協力に感謝申し上げます。 
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